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(57)【要約】
【課題】良好な薄膜塗工性と基材からの軽はく離性が両
立でき、さらに半導体素子と支持部材もしくは半導体素
子同士を接合する際には高温接着性に優れる半導体用接
着フィルムを提供すること。
【解決手段】本発明に係る半導体用接着フィルムは、基
材（１）と、熱可塑性樹脂及び熱硬化性樹脂を含有し、
表面自由エネルギーが１５～２５ｍＮ／ｍであり、厚さ
が１０μｍ以下であり、基材（１）に積層された接着剤
層（２）と、を備え、基材（１）と接着剤層（２）との
ピール剥離強度が１～５０ｍＮ／ｃｍである。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、
　熱可塑性樹脂及び熱硬化性樹脂を含有し、表面自由エネルギーが１５～２５ｍＮ／ｍで
あり、厚さが１０μｍ以下であり、前記基材に積層された接着剤層と、を備え、
　前記基材と前記接着剤層とのピール剥離強度が１～５０ｍＮ／ｃｍである、
　半導体用接着フィルム。
【請求項２】
　前記基材の前記接着剤層と接する面の表面自由エネルギーが１０～３０ｍＮ/ｍである
、
　請求項１に記載の半導体用接着フィルム。
【請求項３】
　前記熱可塑性樹脂のガラス転移温度が８０℃以下であり、
　前記接着剤層の１２０℃での溶融粘度が２００００Ｐａ・ｓ以下である、
　請求項１又は２に記載の半導体用接着フィルム。
【請求項４】
　前記熱可塑性樹脂がポリイミド樹脂を含み、
　前記ポリイミド樹脂が下記一般式（Ａ）で示される構造体を少なくとも含む、
　請求項１～３のいずれかに記載の半導体用接着フィルム。
【化１】

［式（Ａ）中、Ｘは４価の有機基であり、ｎは３～３０の整数である。］
【請求項５】
　前記接着剤層の熱硬化後の１８０℃での貯蔵弾性率が１０ＭＰａ以上である、
　請求項１～４のいずれかに記載の半導体用接着フィルム。
【請求項６】
　前記接着剤層が、前記熱硬化性樹脂として下記化学式（Ｉ）又は（ＩＩ）で示される樹
脂を少なくとも含有する、
　請求項１～５のいずれかに記載の半導体用接着フィルム。



(3) JP 2012-162680 A 2012.8.30

10

20

30

40

50

【化２】

［式（Ｉ）中、ｎは０～５の整数である。］
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の半導体用接着フィルムと、
　前記半導体用接着フィルムの前記接着剤層上に積層されたダイシングシートと、を備え
る、
　接着シート。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれかに記載の半導体用接着フィルム又は接着シートがシリコンウエ
ハ上に積層された半導体ウエハ。
【請求項９】
　請求項１～６のいずれかに記載の半導体用接着フィルムを用いて接着された半導体素子
と半導体搭載用支持部材、及び／又は、
　前記半導体用接着フィルムを用いて互いに接着された複数の半導体素子、を備える、
　半導体装置。
 
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体用接着フィルム、それを用いた接着シート、半導体ウエハ及び半導体
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、半導体素子と半導体素子搭載用支持部材の接合には、銀ペーストが主に使用され
ていた。しかしながら、近年の半導体素子の大型化、半導体パッケージの小型化・高性能
化に伴い、使用される支持部材にも小型化、細密化が要求されるようになってきている。
【０００３】
　こうした要求に対して、銀ペーストでは、ぬれ広がり性、はみ出しや半導体素子の傾き
に起因して発生するワイヤボンディング時の不具合、銀ペーストの厚み制御の困難、及び
銀ペーストのボイド発生などにより、前記要求に対処しきれなくなってきている。そのた
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め、前記要求に対処するべく、近年、フィルム状の接着剤が使用されるようになってきた
（例えば、特許文献１、特許文献２参照）。
【０００４】
　この半導体用接着フィルムは、個片貼付け方式あるいはウエハ裏面貼付方式において使
用されている。前者の個片貼付け方式の半導体用接着フィルムを用いて半導体装置を製造
する場合、まず、リール状の半導体用接着フィルムをカッティングあるいはパンチングに
よって個片に切り出した後、支持部材に接着し、前記半導体用接着フィルム付き支持部材
に、ダイシング工程によって個片化された半導体素子を接合して、半導体素子付き支持部
材を作製する。その後、ワイヤボンド工程、封止工程などを経ることによって半導体装置
が得られる（例えば、特許文献３参照）。しかし、前記個片貼付け方式の半導体用接着フ
ィルムを用いるためには、半導体用接着フィルムを切り出して支持部材に接着する専用の
組立装置が必要であることから、銀ペーストを使用する方法に比べて製造コストが高くな
るという問題があった。
【０００５】
　一方、ウエハ裏面貼付け方式の半導体用接着フィルムを用いて半導体装置を製造する場
合、まず半導体ウエハの裏面に半導体用接着フィルムの一方の面を貼付け、さらに半導体
用接着フィルムの他面にダイシングシートを貼り合わせる。その後、前記ウエハからダイ
シングによって半導体素子を個片化し、個片化した半導体用接着フィルム付き半導体素子
をピックアップし、それを支持部材に接合し、その後のワイヤボンド、封止などの工程を
経ることにより、半導体装置が得られる。このウエハ裏面貼付け方式の半導体用接着フィ
ルムは、半導体用接着フィルム付き半導体素子を支持部材に接合するため、半導体用接着
フィルムを個片化する装置を必要とせず、従来の銀ペースト用の組立装置をそのまま、あ
るいは熱盤を付加するなどの装置の一部を改良することにより使用できる。そのため、半
導体用接着フィルムを用いた組立方法の中で製造コストが比較的安く抑えられる方法とし
て注目されている（例えば、特許文献４参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平３－１９２１７８号公報
【特許文献２】特開平４－２３４４７２号公報
【特許文献３】特開平９－１７８１０号公報
【特許文献４】特開平４－１９６２４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、最近になって、半導体素子の小型薄型化・高性能化に加えて、多機能化が進み
、それに伴って複数の半導体素子を積層化した半導体装置が急増している。一方で前記の
半導体装置の厚みは薄化の方向に進むことから、半導体用接着フィルムについてもさらな
る極薄化が進んでいる。それに伴い、フィルム形成時のピンホールやはじきなどによる歩
留まりの低下が大きな課題となっている。このような課題を解決するため、離型処理剤を
有していない高表面エネルギー基材を用いると、フィルムが基材からはく離しにくくなる
といった問題が発生する。また、熱可塑性樹脂を高分子量化して塗工ワニス粘度を上昇さ
せると、薄膜塗工が困難となったり、得られたフィルムの熱時流動性が損なわれるといっ
た問題が発生する。
【０００８】
　そのため、薄膜形成が可能で、製造工程での歩留が向上し製造コストの軽減が図られる
接着フィルムが強く求められていた。
【０００９】
　本発明は、上記した従来技術の問題に鑑み、良好な薄膜塗工性（フィルム形成性）と基
材からの軽はく離性が両立でき、さらに半導体素子と支持部材もしくは半導体素子同士を
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接合する際には高温接着性に優れる半導体用接着フィルム、当該半導体用接着フィルムを
用いた接着シート、当該半導体用接着フィルム又は接着シートを用いた半導体ウエハ、及
び当該半導体用接着フィルムを用いた半導体装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、以下の解決手段を提供するに
至った。
【００１１】
　本発明の半導体用接着フィルムは、基材（１）と、（Ａ）熱可塑性樹脂及び（Ｂ）熱硬
化性樹脂を含有し、表面自由エネルギーが１５～２５ｍＮ／ｍであり、膜厚が１０μｍ以
下であり、基材に積層された接着剤層（２）と、を備え、基材（１）と接着剤層（２）と
のピール剥離強度（Ｘ）が１～５０ｍＮ／ｃｍである。
【００１２】
　「表面自由エネルギー」は、例えば、水、グリセリン及びホルムアミドをプローブ液体
としてその測定対象面に対する接触角を測定し、ＤｒｏｐＭａｓｔｅｒ ５００（協和界
面科学社製）に搭載の解析ソフト（ＦＡＭＡＳ）を用いて酸－塩基法により求めればよい
。
【００１３】
　「基材（１）と接着剤層（２）とのピールはく離強度（Ｘ）」は、例えば、以下のよう
にして測定すればよい。６インチシリコンウエハ（厚さ４００μｍ）の裏面に対して、幅
１ｃｍ、長さ４ｃｍの短冊状に作製した基材（１）付き接着剤層（２）（接着剤層厚１０
μｍ）を温度５０℃で、接着剤層（２）をシリコンウエハ側にしてロールで加圧（線圧４
ｋｇｆ／ｃｍ、送り速度０．５ｍ／分）することによりサンプルを作製する。得られたサ
ンプルのシリコンウエハ部分を固定し、基材（１）の端部の一部を接着剤層（２）からは
く離させる９０度引張はく離試験を行って得られた値の最大値をピールはく離強度（Ｘ）
とする。測定装置としては、株式会社東洋精機製作所社製ストログラフＥ－Ｓ（剥離速度
５０ｍｍ／ｍｉｎ、２５℃）を使用すればよい。
【００１４】
　本発明の半導体用接着フィルムは、基材（１）を有することによりロール状に加工した
ときにロール状に加工しやすくなり、ラミネート時の物理的な延伸や温度変化による収縮
を抑制でき加熱乾燥時の耐熱性に優れる。基材（１）は、加工時の傷や変形に対する保護
材となり、接着剤層（２）を容易にはく離することができる。また、半導体用接着フィル
ムは、（Ａ）熱可塑性樹脂と、（Ｂ）熱硬化性樹脂とを少なくとも含有する接着剤層（２
）を有することにより、熱時流動性、耐熱性、熱硬化後の高温接着性を両立することがで
きる。また、接着剤層（２）の表面自由エネルギーが１５～３０ｍＮ/ｍであることによ
り、基材（１）に対する良好なフィルム形成性と易はく離性を両立することができる。ま
た、接着剤層（２）の膜厚を１０μｍ以下にすることで半導体装置を小型薄型化・高性能
化することが可能となる。
【００１５】
　上記本発明では、基材（１）の前記接着剤層（２）と接する面の表面自由エネルギーが
１０～３０ｍＮ/ｍであることが好ましい。
【００１６】
　上記本発明では、接着剤層（２）のガラス転移温度が８０℃以下であり、接着剤層（２
）の１２０℃での溶融粘度が２００００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましい。
【００１７】
　「１２０℃での溶融粘度」とは、厚さが１０μｍの接着剤層を積層してロールで加圧（
線圧４ｋｇｆ／ｃｍ、送り速度０．５ｍ／分）することにより作製した厚さ１００μｍの
サンプルを、粘弾性測定装置ＡＲＥＳ（レオメトリックス・サイエンティフィック・エフ
・イー（株）製）を用いて測定したときの１２０℃における溶融粘度を示す。なお、測定
プレートは直径２０ｍｍの平行プレート、測定条件は昇温５℃／ｍｉｎ、測定温度は－５
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０℃～２００℃、周波数は１Ｈｚとする。
【００１８】
　上記本発明では、熱時流動性、接着剤層（２）の基材（１）に対するフィルム形成性と
易はく離性を両立できる点で、熱可塑性樹脂がポリイミド樹脂を含み、ポリイミド樹脂が
下記一般式（Ａ）で示される構造体を少なくとも含むことが好ましい。
【００１９】
【化１】

式（Ａ）中、Ｘは４価の有機基であり、ｎは３～３０の整数である。
【００２０】
　上記本発明ではワイヤボンド性や高温接着性の観点から、接着剤層（２）の熱硬化後の
１８０℃での貯蔵弾性率が１０ＭＰａ以上であることが好ましい。
【００２１】
　「１８０℃での貯蔵弾性率」の測定では、厚さが１０μｍの接着剤層（２）を積層して
ロールで加圧（線圧４ｋｇｆ／ｃｍ、送り速度０．５ｍ／分）することにより厚さ１００
μｍのサンプルをテフロンシート上に作製し、１５０℃で１時間、次いで１８０℃で１時
間オーブンで熱硬化する。得られたサンプルを５ｍｍ幅の短冊状に切断し、レオメトリッ
クス社製粘弾性アナライザー「ＲＳＡ－２」（商品名）を用いて、昇温速度５℃／ｍｉｎ
、周波数１Ｈｚ、測定温度－５０～２００℃の条件で、１８０℃での貯蔵弾性率を測定す
る。
【００２２】
　上記本発明では、ワイヤボンド性や高温接着性の観点から、接着剤層（２）が、熱硬化
性樹脂として下記化学式（Ｉ）又は（ＩＩ）で表わされる樹脂を少なくとも含有すること
が好ましい。
【００２３】

【化２】



(7) JP 2012-162680 A 2012.8.30

10

20

30

40

50

式（Ｉ）中、ｎは０～５の整数である。
【００２４】
　本発明に係る接着シートは、上記本発明に係る半導体用接着フィルムと、当該半導体用
接着フィルムの接着剤層（２）上に積層されたダイシングシートと、を備える。
【００２５】
　本発明に係る半導体ウエハは、上記本発明に係る半導体用接着フィルム又は接着シート
がシリコンウエハ上に積層されたものである。
【００２６】
　本発明に係る半導体装置は、上記本発明に係る半導体用接着フィルムを用いて接着され
た半導体素子と半導体搭載用支持部材、及び／又は、半導体用接着フィルムを用いて互い
に接着された複数の半導体素子、を備える。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、良好な薄膜塗工性（フィルム形成性）と基材からの軽はく離性が両立
でき、さらに半導体素子と支持部材もしくは半導体素子同士を接合する際には高温接着性
に優れる半導体用接着フィルム、当該半導体用接着フィルムを用いた接着シート、当該半
導体用接着フィルム又は接着シートを用いた半導体ウエハ、及び当該半導体用接着フィル
ムを用いた半導体装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明の一実施形態に係る半導体用接着フィルムの模式断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、必要に応じて図面を参照しつつ、本発明を実施するための形態について詳細に説
明する。ただし、本発明は以下の実施形態に限定されるものではない。なお、図面中、同
一要素には同一符号を付すこととし、重複する説明は省略する。また、上下左右等の位置
関係は、特に断らない限り、図面に示す位置関係に基づくものとし、図面の寸法比率は図
示の比率に限られるものではない。
【００３０】
　（半導体用接着フィルム）
　本実施形態の半導体用接着フィルム（接着シート）は、基材（１）と、基材（１）に積
層された接着剤層（２）とからなる。接着剤層（２）は、（Ａ）熱可塑性樹脂と、（Ｂ）
熱硬化性樹脂とを少なくとも含有する。接着剤層（２）の表面自由エネルギーは１５～２
５ｍＮ/ｍである。接着剤層（２）の膜厚は１０μｍ以下である。基材（１）と接着剤層
（２）とのピールはく離強度（Ｘ）が１～５０ｍＮ/ｃｍである。
【００３１】
　基材（１）としては、２５℃での貯蔵弾性率が１ＧＰa以上であることが好ましい。「
２５℃での貯蔵弾性率」は、基材（１）を５ｍｍ幅の短冊状に切断し、レオメトリックス
社製粘弾性アナライザー「ＲＳＡ－２」（商品名）を用いて、昇温速度５℃／ｍｉｎ、周
波数１Ｈｚ、測定温度－５０～１００℃の条件で測定したものである。
【００３２】
　基材（１）の接着剤層（２）と接する面の表面自由エネルギーは１０～３０ｍＪ/ｍ２

であることが好ましく、１０～２０ｍＪ/ｍ２であることがより好ましい。表面エネルギ
ーが３０ｍＪ/ｍ２を上回ると接着剤層の離型が困難となり、１０ｍＪ/ｍ２を下回ると接
着剤層のフィルム形成が困難となる傾向がある。また、基材（１）は、半導体用接着フィ
ルムの製造時の加熱、乾燥条件である８０～１５０℃に耐えるものが好ましい。
【００３３】
　上記条件を満たす基材（１）としては、例えば、ポリエチレンテレフタレートフィルム
、ポリトリメチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレ
ンナフタレート、ポリブチレンナフタレート等が挙げられる。これらの基材としてのフィ
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ルムは２種以上組み合わせて多層フィルムとしてもよい。また、上記表面エネルギーを満
たすためには、表面がシリコーン系、アクリル系、シリカ系、アルキル系等の離型剤など
で処理されたものが好ましい。
【００３４】
　本実施形態の接着剤層（２）の膜厚は、半導体装置の小型化、低背化の観点から１０μ
ｍ以下であることが好ましく、７μｍ以下であることがより好ましく、５μｍ以下である
ことが最も好ましい。また、接着剤層（２）の膜厚は１μｍ以上であることが好ましい。
１μｍを下回ると熱時流動性の付与が困難となり、熱圧着時に空隙が生じる傾向がある。
【００３５】
　（Ａ）熱可塑性樹脂のガラス転移温度は８０℃以下であることが好ましく、６０℃以下
であることがより好ましい。また、接着剤層（２）の１２０℃での溶融粘度は２００００
Ｐａ・ｓ以下であることが好ましく、１００００Ｐａ・ｓ以下であることがより好ましい
。ガラス転移温度が８０℃を上回るとウエハ裏面にラミネートする際にも８０℃以上の加
熱を行う必要があり、ウエハの反りが大きくなる傾向がある。また、１２０℃での溶融粘
度が２００００Ｐａ・ｓを上回ると、熱圧着時に空隙が生成しやすくなり半導体装置の信
頼性を低下させたり、特に接着剤層７μｍ以下の場合は熱圧着が困難となったりする傾向
がある。熱圧着温度を高温化させると他の部材に対する熱的ダメージが増大したり、半導
体装置製造に要するエネルギーが増大したりする傾向がある。
【００３６】
　半導体用接着フィルムのウエハ裏面への貼り付け温度は、半導体ウエハの反りを抑える
という観点から、２０～１５０℃であることが好ましく、４０～８０℃であることがより
好ましい。上記温度での貼り付けを可能にするためには、接着剤層（２）のガラス点に温
度Ｔｇを２０～８０℃にすることが好ましい。Ｔｇが－２０℃未満であると、Ｂステージ
状態でのフィルム表面のタック性が強くなり過ぎて、取り扱い性が良好でなくなる傾向が
ある。
【００３７】
　本実施形態の接着剤層（２）を熱硬化した後の１８０℃での貯蔵弾性率は１０ＭＰa以
上であることが好ましく、２０ＭＰa以上であることがより好ましく、５０ＭＰa以上であ
ることが最も好ましい。１８０℃での貯蔵弾性率が１０ＭＰaを下回ると、高温接着性が
低下して信頼性が低下したり、ワイヤボンド時にチップが保持できなくなったりする傾向
がある。
【００３８】
　（Ａ）熱可塑性樹脂としては、ポリエステル樹脂、ポリエーテル樹脂、ポリイミド樹脂
、ポリアミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、ポリウレタン樹脂
、ポリウレタンイミド樹脂、ポリウレタンアミドイミド樹脂、シロキサンポリイミド樹脂
、ポリエステルイミド樹脂、これらの共重合体、これらの前駆体（ポリアミド酸等）の他
、ポリベンゾオキサゾール樹脂、フェノキシ樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリエーテルスル
ホン樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエーテル樹脂、ポ
リカーボネート樹脂、ポリエーテルケトン樹脂、重量平均分子量が１万～１００万の（メ
タ）アクリル共重合体、ノボラック樹脂、フェノール樹脂などが挙げられる。これらは１
種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。また、これらの樹脂の主鎖
及び／又は側鎖に、エチレングリコール、プロピレングリコールなどのグリコール基、カ
ルボキシル基及び／又は水酸基が付与されたものであってもよい。高温接着性、耐熱性及
びフィルム形成性の観点から、接着剤層（２）は、熱可塑性樹脂として、ポリイミド樹脂
を含むことが好ましい。
【００３９】
　ポリイミド樹脂としては、イミド骨格を有する樹脂であれば特に制限はなく、ポリイミ
ド樹脂、ポリアミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、ポリウレタ
ン樹脂、ポリウレタンイミド樹脂、ポリウレタンアミドイミド樹脂、シロキサンポリイミ
ド樹脂、ポリエステルイミド樹脂、これらの共重合体の他、イミド基を有する（メタ）ア



(9) JP 2012-162680 A 2012.8.30

10

20

30

40

50

クリル共重合体を用いてよい。
【００４０】
　基材（１）に対する良好なフィルム形成性と易はく離性を両立するため、（Ａ）熱可塑
性樹脂はシリコーン骨格を有することが好ましい。
【００４１】
　（Ａ）熱可塑性樹脂としては、特に限定はしないが、例えばジメチルホルムアミド、ト
ルエン、ベンゼン、キシレン、メチルエチルケトン、テトラヒドロフラン、エチルセロソ
ルブ、エチルセロソルブアセテート、ジオキサン、シクロヘキサノン、酢酸エチル、及び
Ｎ－メチル－ピロリジノンのいずれかから選択される溶媒に溶解しフィルムを形成できる
樹脂を用いることが好ましい。
【００４２】
　本実施形態に用いられる（Ａ）熱可塑性樹脂のＴｇは８０℃以下であることが好ましく
、６０℃以下であることが最も好ましい。このＴｇが８０℃を超える場合、接着剤層（２
）を被着体（半導体ウエハ）に貼り合わせる際に８０℃以上の高温を要し、半導体ウエハ
に反りが発生しやすくなる傾向がある。
【００４３】
　ここで、「Ｔｇ」とは、（Ａ）熱可塑性樹脂をフィルム化したときの主分散ピーク温度
を意味する。レオメトリックス社製粘弾性アナライザー「ＲＳＡ－２」（商品名）を用い
て、フィルム厚１００μｍ、昇温速度５℃／ｍｉｎ、周波数１Ｈｚ、測定温度－５０～２
００℃の条件で測定し、Ｔｇ付近のｔａｎδピーク温度を主分散ピーク温度とする。
【００４４】
　（Ａ）熱可塑性樹脂の重量平均分子量は、１００００～５０００００の範囲内で制御さ
れていることが好ましく、低温貼付性及び熱圧着性と高温接着性とを高度に両立できる点
で２００００～２０００００であることがより好ましい。重量平均分子量が上記範囲内に
あると、接着剤層（２）の強度、可とう性が良好となるため良好なフィルム形成性が得ら
れる。また、熱時流動性が良好となるため、基板表面の配線段差（凹凸）に対する良好な
埋込性を確保することが可能となる。上記重量平均分子量が１００００未満であると、フ
ィルム形成性が十分でなくなったり、接着剤層（２）が破断しやすくなったりする傾向が
ある。一方、上記重量平均分子量が５０００００を超えると、熱時流動性及び上記埋込性
が十分でなくなる傾向がある。ここで、「重量平均分子量」とは、島津製作所社製高速液
体クロマトグラフィー「Ｃ－Ｒ４Ａ」（商品名）を用いて、溶媒にジメチルホルムアミド
を用いてポリスチレン換算で測定したときの重量平均分子量を意味する。
【００４５】
　（Ａ）熱可塑性樹脂として用いるポリイミド樹脂は、例えば、テトラカルボン酸二無水
物とジアミンとを公知の方法で縮合反応させて得ることができる。すなわち、有機溶媒中
で、テトラカルボン酸二無水物とジアミンとを等モルで、又は、必要に応じてテトラカル
ボン酸二無水物の合計１．０ｍｏｌに対して、ジアミンの合計を好ましくは０．５～２．
０ｍｏｌ、より好ましくは０．８～１．０ｍｏｌの範囲で組成比を調整（各成分の添加順
序は任意）し、反応温度８０℃以下、好ましくは０～６０℃で付加反応させる。反応が進
行するにつれ反応液の粘度が徐々に上昇し、ポリイミド樹脂の前駆体であるポリアミド酸
が生成する。なお、樹脂組成物の諸特性の低下を抑えるため、上記のテトラカルボン酸二
無水物は無水酢酸で再結晶精製処理したものであることが好ましい。
【００４６】
　上記縮合反応におけるテトラカルボン酸二無水物とジアミンとの組成比については、テ
トラカルボン酸二無水物の合計１．０ｍｏｌに対して、ジアミンの合計が２．０ｍｏｌを
超えると、得られるポリイミド樹脂に、アミン末端のポリイミドオリゴマーの量が多くな
る傾向があり、ポリイミド樹脂の重量平均分子量が低くなり、樹脂組成物の耐熱性を含む
種々の特性が十分でなくなる傾向がある。一方、テトラカルボン酸二無水物の合計１．０
ｍｏｌに対してジアミンの合計が０．５ｍｏｌ未満であると、酸末端のポリイミド樹脂オ
リゴマーの量が多くなる傾向があり、ポリイミド樹脂の重量平均分子量が低くなり、樹脂
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組成物の耐熱性を含む種々の特性が十分でなくなる傾向がある。
【００４７】
　ポリイミド樹脂は、上記反応物（ポリアミド酸）を脱水閉環させて得ることができる。
脱水閉環は、加熱処理する熱閉環法、脱水剤を使用する化学閉環法等で行うことができる
。
【００４８】
　ポリイミド樹脂の原料として用いられるテトラカルボン酸二無水物としては特に制限は
無く、例えば、ピロメリット酸二無水物、３，３´，４，４´－ビフェニルテトラカルボ
ン酸二無水物、２，２´，３，３´－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，２－ビ
ス（３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス（２，３－ジカル
ボキシフェニル）プロパン二無水物、１，１－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）エ
タン二無水物、１，１－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、ビス（
２，３－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル
）メタン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）スルホン二無水物、３，４，
９，１０－ペリレンテトラカルボン酸二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）
エーテル二無水物、ベンゼン－１，２，３，４－テトラカルボン酸二無水物、３，４，３
´，４´－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，３，２´，３´－ベンゾフェ
ノンテトラカルボン酸二無水物、３，３，３´，４´－ベンゾフェノンテトラカルボン酸
二無水物、１，２，５，６－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、１，４，５，８－ナ
フタレンテトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸二無
水物、１，２，４，５－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、２，６－ジクロロナフタ
レン－１，４，５，８－テトラカルボン酸二無水物、２，７－ジクロロナフタレン－１，
４，５，８－テトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－テトラクロロナフタレン－１
，４，５，８－テトラカルボン酸二無水物、フェナンスレン－１，８，９，１０－テトラ
カルボン酸二無水物、ピラジン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、チオフェ
ン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、２，３，３´，４´－ビフェニルテト
ラカルボン酸二無水物、３，４，３´，４´－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２
，３，２´，３´－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシ
フェニル）ジメチルシラン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メチルフェ
ニルシラン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ジフェニルシラン二無水物
、１，４－ビス（３，４－ジカルボキシフェニルジメチルシリル）ベンゼン二無水物、１
，３－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）－１，１，３，３－テトラメチルジシクロ
ヘキサン二無水物、ｐ－フェニレンビス（トリメリテート無水物）、エチレンテトラカル
ボン酸二無水物、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸二無水物、デカヒドロナフタ
レン－１，４，５，８－テトラカルボン酸二無水物、４，８－ジメチル－１，２，３，５
，６，７－ヘキサヒドロナフタレン－１，２，５，６－テトラカルボン酸二無水物、シク
ロペンタン－１，２，３，４－テトラカルボン酸二無水物、ピロリジン－２，３，４，５
－テトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物
、ビス（エキソ－ビシクロ［２，２，１］ヘプタン－２，３－ジカルボン酸二無水物、ビ
シクロ－［２，２，２］－オクト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水
物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス［
４－（３，４－ジカルボキシフェニル）フェニル］プロパン二無水物、２，２－ビス（３
，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン二無水物、２，２－ビス［４－（
３，４－ジカルボキシフェニル）フェニル］ヘキサフルオロプロパン二無水物、４，４´
－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルフィド二無水物、１，４－ビ
ス（２－ヒドロキシヘキサフルオロイソプロピル）ベンゼンビス（トリメリット酸無水物
）、１，３－ビス（２－ヒドロキシヘキサフルオロイソプロピル）ベンゼンビス（トリメ
リット酸無水物）、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロフリル）－３－メチル－３－シ
クロヘキセン－１，２－ジカルボン酸二無水物、テトラヒドロフラン－２，３，４，５－
テトラカルボン酸二無水物を用いることができ、フィルム形成性、ガラス転移温度、シリ
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コンウエハとの密着性の観点から下記一般式（１）で表されるテトラカルボン酸二無水物
等が好ましく用いられる。下記一般式（１）中、ａは２～２０の整数を示す。
【００４９】
【化３】

【００５０】
　上記一般式（１）で表されるテトラカルボン酸二無水物は、例えば、無水トリメリット
酸モノクロライド及び対応するジオールから合成することができ、具体的には１，２－（
エチレン）ビス（トリメリテート無水物）、１，３－（トリメチレン）ビス（トリメリテ
ート無水物）、１，４－（テトラメチレン）ビス（トリメリテート無水物）、１，５－（
ペンタメチレン）ビス（トリメリテート無水物）、１，６－（ヘキサメチレン）ビス（ト
リメリテート無水物）、１，７－（ヘプタメチレン）ビス（トリメリテート無水物）、１
，８－（オクタメチレン）ビス（トリメリテート無水物）、１，９－（ノナメチレン）ビ
ス（トリメリテート無水物）、１，１０－（デカメチレン）ビス（トリメリテート無水物
）、１，１２－（ドデカメチレン）ビス（トリメリテート無水物）、１，１６－（ヘキサ
デカメチレン）ビス（トリメリテート無水物）、１，１８－（オクタデカメチレン）ビス
（トリメリテート無水物）等が挙げられる。
【００５１】
　以上のようなテトラカルボン酸二無水物は、１種を単独で又は２種類以上を組み合わせ
て使用することができる。
【００５２】
　上記ポリイミド樹脂の原料として用いられるその他のジアミンとしては、特に制限はな
く、例えば、ｏ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミ
ン、３，３´－ジアミノジフェニルエーテル、３，４´－ジアミノジフェニルエーテル、
４，４´－ジアミノジフェニルエーテル、３，３´－ジアミノジフェニルメタン、３，４
´－ジアミノジフェニルメタン、４，４´－ジアミノジフェニルエーテメタン、ビス（４
－アミノ－３，５－ジメチルフェニル）メタン、ビス（４－アミノ－３，５－ジイソプロ
ピルフェニル）メタン、３，３´－ジアミノジフェニルジフルオロメタン、３，４´－ジ
アミノジフェニルジフルオロメタン、４，４´－ジアミノジフェニルジフルオロメタン、
３，３´－ジアミノジフェニルスルフォン、３，４´－ジアミノジフェニルスルフォン、
４，４´－ジアミノジフェニルスルフォン、３，３´－ジアミノジフェニルスルフィド、
３，４´－ジアミノジフェニルスルフィド、４，４´－ジアミノジフェニルスルフィド、
３，３´－ジアミノジフェニルケトン、３，４´－ジアミノジフェニルケトン、４，４´
－ジアミノジフェニルケトン、２，２－ビス（３－アミノフェニル）プロパン、２，２´
－（３，４´－ジアミノジフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）プ
ロパン、２，２－ビス（３－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－（３，
４´－ジアミノジフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４－アミノフェニ
ル）ヘキサフルオロプロパン、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，４
－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベン
ゼン、３，３´－（１，４－フェニレンビス（１－メチルエチリデン））ビスアニリン、
３，４´－（１，４－フェニレンビス（１－メチルエチリデン））ビスアニリン、４，４
´－（１，４－フェニレンビス（１－メチルエチリデン））ビスアニリン、２，２－ビス
（４－（３－アミノフェノキシ）フェニル）プロパン、２，２－ビス（４－（３－アミノ
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フェノキシ）フェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４－（４－アミノフェ
ノキシ）フェニル）ヘキサフルオロプロパン、ビス（４－（３－アミノエノキシ）フェニ
ル）スルフィド、ビス（４－（４－アミノエノキシ）フェニル）スルフィド、ビス（４－
（３－アミノエノキシ）フェニル）スルフォン、ビス（４－（４－アミノエノキシ）フェ
ニル）スルフォン、３，３´－ジヒドロキシ－４，４´－ジアミノビフェニル、３，５－
ジアミノ安息香酸等の芳香族ジアミン、１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、
２，２－ビス（４－アミノフェノキシフェニル）プロパン、下記一般式（８）で表される
脂肪族エーテルジアミン、下記一般式（９）で表されるシロキサンジアミン等が挙げられ
る。
【００５３】
　上記ジアミンの中でも、他成分との相溶性、有機溶剤可溶性を付与する点で、下記一般
式（８）で表される脂肪族エーテルジアミンが好ましく、エチレングリコール及び／又は
プロピレングリコール系ジアミンがより好ましい。上記脂肪族エーテルジアミンはジアミ
ン全体の１０～８０モル％含有することが好ましい。下記一般式（８）中、Ｒ１、Ｒ２及
びＲ３は各々独立に、炭素数１～１０のアルキレン基を示し、ｂは２～８０の整数を示す
。
【００５４】
【化４】

【００５５】
　このような脂肪族エーテルジアミンとして具体的には、サンテクノケミカル（株）製ジ
ェファーミンＤ－２３０，Ｄ－４００，Ｄ－２０００，Ｄ－４０００，ＥＤ－６００，Ｅ
Ｄ－９００，ＥＤ－２０００，ＥＤＲ－１４８、ＢＡＳＦ（製）ポリエーテルアミンＤ－
２３０，Ｄ－４００，Ｄ－２０００等のポリオキシアルキレンジアミン等の脂肪族ジアミ
ンが挙げられる。これらのジアミンは、全ジアミンの１～８０モル％であることが好まし
く、他配合成分との相溶性、また低温貼付性及び熱圧着性と高温接着性とを高度に両立で
きる点で５～６０モル％であることがより好ましい。この量が１モル％未満であると、高
温接着性、熱時流動性の付与が困難になる傾向にあり、一方、８０モル％を超えると、ポ
リイミド樹脂のＴｇが低くなり過ぎて、フィルムの自己支持性が損なわれる傾向にある。
【００５６】
　また、上記ジアミンとしては、基材（１）に対する良好なフィルム形成性と易はく離性
を両立できる点で、下記一般式（９）で表されるシロキサンジアミンを含有することが好
ましい。下記一般式（９）中、Ｒ４及びＲ９は各々独立に、炭素数１～５のアルキレン基
又は置換基を有してもよいフェニレン基を示し、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７及びＲ８は各々独立に
、炭素数１～５のアルキル基、フェニル基又はフェノキシ基を示し、ｄは３～３０の整数
を示す。上記ジアミンは、全ジアミンの１～５０モル％とすることが好ましく、３～３０
モル％とすることがより好ましく、５～２０モル％とすることが最も好ましい。シロキサ
ンジアミン（９）の量が１モル％を下回るとその効果が低下する傾向があり、５０モル％
を上回ると他成分との相溶性や熱圧着性が低下したり、熱硬化後の１８０℃貯蔵弾性率が
低くなるためワイヤボンド性が低下したり、高温接着性が低下し信頼性が損なわれる傾向
がある。
【００５７】
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【化５】

【００５８】
　上記一般式（９）中、ｄは３～３０であることが好ましく、５～２０であることがより
好ましい。ｄが３以下となるとポリイミド樹脂の表面エネルギーを低下させる効果が低く
なる。また、ｄが３０を上回るとポリイミド樹脂のガラス転移温度が制御しにくくなった
り、他の配合成分との相溶性が低下してワニス安定性が損なわれる傾向がある。
【００５９】
　上述したジアミンは、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用することができる
。
【００６０】
　本実施形態の（Ａ）ポリイミド樹脂としては、ジアミン成分として上記一般式（８）で
表される脂肪族エーテルジアミンとシロキサンジアミン（９）を併用し、ガラス転移温度
を２０～６０℃としたポリイミド樹脂が最も好ましく用いられる。
【００６１】
　また、上記ポリイミド樹脂は、１種を単独で又は必要に応じて２種以上を混合（ブレン
ド）して用いることができる。
【００６２】
　また、ポリイミド樹脂は下記一般式（２１）で示されるように、側鎖にフェノール性水
酸基を導入することができる。フェノール性水酸基を有するポリイミド樹脂を用いること
で接着フィルムを熱硬化した後の１８０℃弾性率及び２６０℃接着強度を向上することが
できる。
【００６３】

【化６】

式（２１）中、Ｒは、単結合、又は、２価の有機基を示し、Ｘは４価の有機基を表す。
【００６４】
　上記２価の有機基としては、例えば、炭素数１～３０の２価の炭化水素基、又は、ハロ
ゲン原子によって水素の一部若しくは全部が置換されている炭素数１～３０の２価の炭化
水素基、－（Ｃ＝Ｏ）－、―ＳＯ２－、－Ｏ－、－Ｓ－、―ＮＨ－（Ｃ＝Ｏ）－、―（Ｃ
＝Ｏ）－Ｏ－、―（Ｐｈ）ｎ―、―（Ｐｈ―ＯＨ）ｎ―などが挙げられる。ここでPhはベ
ンゼン環を示し、ｎは１～２０の整数を示す。
【００６５】
フェノール性水酸基含有ポリイミド樹脂を得るために、下記一般式（Ａ－１）で示される
ジアミンを使用することができる。
【００６６】
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【化７】

式（Ａ－１）中、Ｒ２１は、単結合、又は、２価の有機基を示す。
【００６７】
　上記２価の有機基としては、例えば、炭素数１～３０の２価の炭化水素基、又は、ハロ
ゲン原子によって水素の一部若しくは全部が置換されている炭素数１～３０の２価の炭化
水素基、－（Ｃ＝Ｏ）－、―ＳＯ２－、－Ｏ－、－Ｓ－、―ＮＨ－（Ｃ＝Ｏ）－、―（Ｃ
＝Ｏ）－Ｏ－、―（Ｐｈ）ｎ―、―（Ｐｈ―ＯＨ）ｎ―などが挙げられる。ここでPhはベ
ンゼン環を示し、ｎは１～２０の整数を示す。
【００６８】
　上記Ｒ２１は、ポリイミド樹脂の溶解性の観点から、－Ｃ（ＣＦ３）２－、－Ｃ（ＣＨ

３）２－が好ましく用いることができる。本実施形態においては、上記フェノール性水酸
基を有するジアミンが、下記式（２２）で表される、フルオロアルキル基を有するジフェ
ノールジアミンを含むことが好ましい。ポリイミド鎖にフルオロアルキル基が導入される
ことによって、ポリイミド樹脂の溶剤及び他成分に対する溶解性が向上する。
【００６９】
【化８】

【００７０】
　上記ポリイミド樹脂の合成時に、単官能酸無水物及び／又は単官能アミンを縮合反応液
に投入することにより、ポリマー末端に酸無水物又はジアミン以外の官能基を導入するこ
とができる。また、これにより、保存安定性及び熱圧着性を向上させることができる。酸
無水物又はジアミン以外の官能基としては、特に限定はしないが、高温接着性を向上させ
る点で、カルボキシル基やフェノール性水酸基が好ましい。また、良好なフィルム形成性
と基材（１）のはく離性を両立できる点で、シロキサン骨格等を有する化合物も好ましく
用いられる。
【００７１】
　（Ａ）熱可塑性樹脂の含有量は、樹脂組成物の固形分全量を基準として５～９０質量％
であることが好ましく、２０～８０質量％であることがより好ましい。この含有量が５質
量％未満であるとフィルム形成性が十分でなくなる傾向があり、９０質量％を超えると接
着性が十分でなくなる傾向がある。
【００７２】
　本実施形態の接着剤層（２）は（Ｂ）熱硬化性樹脂を含有する。熱硬化性樹脂としては
、分子内に少なくとも２個以上のエポキシ基を含むものが好ましく、熱圧着性や硬化性、
硬化物特性の点から、フェノールのグリシジルエーテル型のエポキシ樹脂がより好ましい
。このような樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型（又はＡＤ型、Ｓ型、Ｆ型）の
グリシジルエーテル、水添加ビスフェノールＡ型のグリシジルエーテル、エチレンオキシ
ド付加体ビスフェノールＡ型のグリシジルエーテル、プロピレンオキシド付加体ビスフェ
ノールＡ型のグリシジルエーテル、フェノールノボラック樹脂のグリシジルエーテル、ク
レゾールノボラック樹脂のグリシジルエーテル、ビスフェノールＡノボラック樹脂のグリ
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シジルエーテル、ナフタレン樹脂のグリシジルエーテル、３官能型（又は４官能型）のグ
リシジルエーテル、ジシクロペンタジエンフェノール樹脂のグリシジルエーテル、ダイマ
ー酸のグリシジルエステル、３官能型（又は４官能型）のグリシジルアミン、ナフタレン
樹脂のグリシジルアミン等が挙げられる。これらは単独で又は２種類以上を組み合わせて
使用することができる。
【００７３】
　また、エポキシ樹脂としては、不純物イオンである、アルカリ金属イオン、アルカリ土
類金属イオン、ハロゲンイオン、特に塩素イオンや加水分解性塩素等を３００ｐｐｍ以下
に低減した高純度品を用いることが、エレクトロマイグレーション防止や金属導体回路の
腐食防止の観点から好ましい。
【００７４】
　エポキシ樹脂の含有量は、（Ａ）熱可塑性樹脂１００質量部に対して３０～３００質量
部であることが好ましく、５０～２００質量部であることがより好ましい。この含有量が
３００質量部を超えると、基材（１）に対するフィルム形成性や易はく離性が低下する傾
向がある。一方、上記含有量が３０質量部未満であると、十分な熱圧着性及び高温接着性
が得られなくなる傾向がある。
【００７５】
　本実施形態の（Ｂ）熱硬化性樹脂としては、（Ｂ１）固形状エポキシ樹脂と（Ｂ２）液
状エポキシ樹脂とをともに含むことが好ましい。
【００７６】
　（Ｂ１）固形エポキシ樹脂としては、特に限定はしないが例えば、ビスフェノールＡ型
（又はＡＤ型、Ｓ型、Ｆ型）のグリシジルエーテル、フェノールノボラック樹脂のグリシ
ジルエーテル、クレゾールノボラック樹脂のグリシジルエーテル、ビスフェノールＡノボ
ラック樹脂のグリシジルエーテル、ナフタレン樹脂のグリシジルエーテル、３官能型（又
は４官能型）のグリシジルエーテル、ジシクロペンタジエンフェノール樹脂のグリシジル
エーテル、等が挙げられ、高温接着性、硬化後の１８０℃貯蔵弾性率を高度に満足できる
点で、下記構造（Ｉ）又は（ＩＩ）で示されるエポキシ樹脂を用いることが最も好ましい
。
【００７７】
【化９】

式（Ｉ）中、ｎは０～５の整数である。
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【００７８】
　（Ｂ１）液状エポキシ樹脂としては、特に限定はしないが例えば、ビスフェノールＡ型
（又はＡＤ型、Ｓ型、Ｆ型）のグリシジルエーテル、水添加ビスフェノールＡ型のグリシ
ジルエーテル、エチレンオキシド付加体ビスフェノールＡ型のグリシジルエーテル、プロ
ピレンオキシド付加体ビスフェノールＡ型のグリシジルエーテル、ナフタレン樹脂のグリ
シジルエーテル、３官能型（又は４官能型）のグリシジルアミン等が挙げられ、シリコン
ウエハとの密着性、高温接着性、硬化後の１８０℃貯蔵弾性率を高度に満足できる点で、
下記構造（ＩＩＩ）で示されるエポキシ樹脂を用いることが最も好ましい。
【００７９】
【化１０】

【００８０】
　硬化剤としては、例えば、フェノール系化合物、脂肪族アミン、脂環族アミン、芳香族
ポリアミン、ポリアミド、脂肪族酸無水物、脂環族酸無水物、芳香族酸無水物、ジシアン
ジアミド、有機酸ジヒドラジド、三フッ化ホウ素アミン錯体、イミダゾール類、第３級ア
ミン等が挙げられる。これらの中でもフェノール系化合物が好ましく、分子中に少なくと
も２個以上のフェノール性水酸基を有するフェノール系化合物がより好ましい。このよう
な化合物としては、例えばフェノールノボラック、クレゾールノボラック、ｔ－ブチルフ
ェノールノボラック、ジシクロペンタジエンクレゾールノボラック、ジシクロペンタジエ
ンフェノールノボラック、キシリレン変性フェノールノボラック、ナフトール系化合物、
トリスフェノール系化合物、テトラキスフェノールノボラック、ビスフェノールＡノボラ
ック、ポリ－ｐ－ビニルフェノール、フェノールアラルキル樹脂等が挙げられる。これら
の中でも、数平均分子量が４００～４０００の範囲内のものが好ましい。
【００８１】
　本実施形態の接着剤層（２）は、（Ｃ）硬化促進剤を含有することが好ましい。（Ｃ）
硬化促進剤としては、加熱によってエポキシの硬化／重合を促進する硬化促進剤を含有さ
せるものであり、例えば、イミダゾール類、ジシアンジアミド誘導体、ジカルボン酸ジヒ
ドラジド、トリフェニルホスフィン、テトラフェニルホスホニウムテトラフェニルボレー
ト、２－エチル－４－メチルイミダゾール－テトラフェニルボレート、１，８－ジアザビ
シクロ［５．４．０］ウンデセン－７－テトラフェニルボレート等が挙げられる。組成物
における硬化促進剤の含有量は、エポキシ樹脂１００質量部に対して０．０１～５０質量
部が好ましい。
【００８２】
　（Ｃ）硬化促進剤としては、フィルム塗工時の反応の抑制と保存安定性の観点から、融
点が３０℃以上のイミダゾール類であることが好ましく、融点が１００℃以上であること
が最も好ましい。このようなイミダゾール類としては、特に限定はしないが、１－シアノ
エチルー２－フェニルイミダゾール、１－シアノエチルー２－フェニルイミダゾリウムト
リメリテイト、２，４－ジアミノー６－〔２´－メチルイミダゾリルー（１´）〕－エチ
ルーs―トリアジン、２，４－ジアミノー６－〔２´－メチルイミダゾリルー（１´）〕
－エチルーs―トリアジンイソシアヌル酸付加物、２－フェニルー４，５－ジヒドロキシ
メチルイミダゾール、２－フェニルー４－メチルー５－ヒドロキシメチルイミダゾールな
どが挙げられる。
【００８３】
　上記（Ｃ）硬化促進剤は薄膜フィルム形成時の凹凸を抑制するため、５μｍ以下に粉砕
したものを用いることが好ましい。
【００８４】
　本実施形態の接着剤層（２）は放射線重合性化合物を添加することもできる。放射線重
合性化合物としては、エチレン性不飽和基を有する化合物が挙げられ、エチレン性不飽和
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基としては、ビニル基、アリル基、プロパギル基、ブテニル基、エチニル基、フェニルエ
チニル基、マレイミド基、ナジイミド基、（メタ）アクリル基などが挙げられ、反応性の
観点から、（メタ）アクリル基が好ましい。中でも、ウレタンアクリレート及びメタクリ
レート、イソシアヌル酸ジ／トリアクリレート及びメタクリレートや２－（１，２－シク
ロヘキサカルボキシイミド）エチルアクリレートなどのイミド基含有単官能（メタ）アク
リレートは硬化後の密着性や高接着性を十分に付与できる点で好ましい。
【００８５】
　本実施形態の接着剤層（２）はピックアップ性を向上させるために光開始剤を添加する
こともできる。光開始剤としては、感度向上の点から、波長３６５ｎｍの光に対する分子
吸光係数が１００ｍｌ／ｇ・ｃｍ以上であるものが好ましく、２００ｍｌ／ｇ・ｃｍ以上
であるものがより好ましく、４００ｍｌ／ｇ・ｃｍ以上であるものがさらにより好ましく
、１０００ｍｌ／ｇ・ｃｍ以上であるものが最も好ましい。なお、分子吸光係数は、サン
プルの０．００１質量％アセトニトリル溶液を調製し、この溶液について分光光度計（日
立ハイテクノロジーズ社製、「Ｕ－３３１０」（商品名））を用いて吸光度を測定するこ
とにより求められる。
【００８６】
　このような光開始剤としては、例えば、１－ヒドロキシーシクロヘキシルーフェニルー
ケトン、２－ヒドロキシー２－メチルー１－フェニループロパンー１－オン、１－[４－
（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル]－２－ヒドロキシー２－メチルー１－プロパン
ー１－オン、２－ヒドロキシー１－｛４－[４－（２－ヒドロキシー２－メチループロピ
オニル）－ベンジル]－フェニル｝－２－メチループロパンー１－オン、オキシーフェニ
ルーアセチックアシッド２－[２－オキソー２－フェニルーアセトキシーエトキシ]エチル
エステル、フェニルグリオキシリック アシッド メチル エステル、２－ジメチルアミノ
－２－（４－メチルーベンジル）－１－（４－モルフォリンー４－イルーフェニル）－ブ
タンー１－オン、２－エチルヘキシルー４－ジメチルアミノベンゾエート、２－ベンジル
－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタノン－１、２，２－ジメ
トキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェ
ニル－ケトン、２－メチル－１－（４－（メチルチオ）フェニル）－２－モルフォリノプ
ロパノン－１、２，４－ジエチルチオキサントン、２－エチルアントラキノン、フェナン
トレンキノン等の芳香族ケトン、ベンジルジメチルケタール等のベンジル誘導体、２－（
ｏ－クロロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール二量体、２－（ｏ－クロロフェ
ニル）－４，５－ジ（ｍ－メトキシフェニル）イミダゾール二量体、２－（ｏ－フルオロ
フェニル）－４，５－フェニルイミダゾール二量体、２－（ｏ－メトキシフェニル）－４
，５－ジフェニルイミダゾール二量体、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４，５－ジフェ
ニルイミダゾール二量体、２，４－ジ（ｐ－メトキシフェニル）－５－フェニルイミダゾ
ール二量体、２－（２，４－ジメトキシフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール二
量体等の２，４，５－トリアリールイミダゾール二量体、９－フェニルアクリジン、１，
７－ビス（９，９’－アクリジニル）ヘプタン等のアクリジン誘導体、ビス（２，６－ジ
メトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチル－ペンチルフォスフィンオキサイド、ビ
ス（２，４，６，－トリメチルベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキサイド等のビス
アシルフォスフィンオキサイドやマレイミドを有する化合物などが挙げられる。これらは
単独で又は２種類以上を組み合わせて使用することができる。
【００８７】
　さらに、本実施形態においては、フィラーを使用することもできる。前記フィラーとし
ては、例えば、銀粉、金粉、銅粉、ニッケル粉等の金属フィラー、アルミナ、水酸化アル
ミニウム、水酸化マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、ケイ酸カルシウム
、ケイ酸マグネシウム、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、酸化アルミニウム、窒化ア
ルミニウム、結晶性シリカ、非晶性シリカ、窒化ホウ素、チタニア、ガラス、酸化鉄、セ
ラミック等の無機フィラー、カーボン、ゴム系フィラー等の有機フィラー等が挙げられ、
種類・形状等にかかわらず特に制限なく使用することができる。
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【００８８】
　上記フィラーは所望する機能に応じて使い分けることができる。例えば、金属フィラー
は、接着剤組成物に導電性、熱伝導性、チキソ性等を付与する目的で添加され、非金属無
機フィラーは、接着剤層に熱伝導性、低熱膨張性、低吸湿性等を付与する目的で添加され
、有機フィラーは接着剤層に靭性等を付与する目的で添加される。これら金属フィラー、
無機フィラー又は有機フィラーは、単独で又は二種類以上を組み合わせて使用することが
できる。中でも、半導体装置用接着材料に求められる、導電性、熱伝導性、低吸湿特性、
絶縁性等を付与できる点で、金属フィラー、無機フィラー、又は絶縁性のフィラーが好ま
しく、無機フィラー、又は絶縁性フィラーの中では、樹脂ワニスに対する分散性が良好で
かつ、熱時の高い接着力を付与できる点で窒化ホウ素がより好ましい。
【００８９】
　上記フィラーの平均粒子径は１０μｍ以下、最大粒子径は２５μｍ以下であり、平均粒
子径が５μｍ以下、最大粒子径が２０μｍ以下であることが好ましい。平均粒子径が１０
μｍを超え、かつ最大粒子径が２５μｍを超えると、破壊靭性向上の効果が得られない傾
向がある。下限は特に制限はないが、通常、どちらも０．０１μｍである。
【００９０】
　上記フィラーの中でも、溶剤への分散性や他の樹脂成分との相溶性、高温接着性の観点
から、シリカフィラーが好適に用いられ、エポキシ系、アクリレート系、フェニル系にシ
ランカップリング剤処理されたシリカフィラーが最も好ましく用いられる。
【００９１】
　上記フィラーは、平均粒子径１０μｍ以下、最大粒子径は２５μｍ以下の両方を満たす
ことが好ましい。最大粒子径が２５μｍ以下であるが平均粒子径が１０μｍを超えるフィ
ラーを使用すると、高い接着強度が得られない傾向がある。また、平均粒子径は１０μｍ
以下であるが最大粒子径が２５μｍを超えるフィラーを使用すると、粒径分布が広くなり
接着強度にばらつきが出やすくなる。また、本実施形態において、接着剤組成物を薄膜フ
ィルム状に加工して使用する際、表面が粗くなり接着力が低下する傾向がある。
【００９２】
　上記フィラーの平均粒子径及び最大粒子径の測定方法としては、例えば、走査型電子顕
微鏡（ＳＥＭ）を用いて、２００個程度のフィラーの粒径を測定する方法等が挙げられる
。ＳＥＭを用いた測定方法としては、例えば、接着剤層を用いて半導体素子と半導体搭載
用支持部材とを接着した後、加熱硬化（好ましくは１５０～２００℃で１～１０時間）さ
せたサンプルを作製し、このサンプルの中心部分を切断して、その断面をＳＥＭで観察す
る方法等が挙げられる。このとき、前述のフィラーの存在確率が全フィラーの８０％以上
であることが好ましい。
【００９３】
　上記フィラーの使用量は、付与する特性、又は機能に応じて決められるが、樹脂成分と
フィラーの合計に対して１～５０体積％、好ましくは２～４０体積％、さらに好ましくは
５～３０体積％である。フィラーを増量させることにより、高弾性率化が図れ、ダイシン
グ性（ダイサー刃による切断性）、ワイヤボンディング性（超音波効率）、熱時の接着強
度を有効に向上できる。フィラーを必要以上に増量させると、本実施形態の特徴である低
温貼付性及び被着体との界面接着性が損なわれ、耐リフロー性を含む信頼性の低下を招く
ため、フィラーの使用量は上記の範囲内に収めることが好ましい。求められる特性のバラ
ンスをとるべく、最適フィラー含量を決定する。フィラーを用いた場合の混合・混練は、
通常の攪拌機、らいかい機、三本ロール、ボールミル等の分散機を適宜、組み合わせて行
うことができる。
【００９４】
　本実施形態の接着剤組成物には、異種材料間の界面結合を良くするために、各種カップ
リング剤を添加することもできる。カップリング剤としては、例えば、シラン系、チタン
系、アルミニウム系等が挙げられ、中でも効果が高い点で、シラン系カップリング剤が好
ましい。上記カップリング剤の使用量は、その効果や耐熱性及びコストの面から、（Ａ）
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熱可塑性樹脂１００重量部に対して、０．０１～２０重量部とするのが好ましい。
【００９５】
　本実施形態の接着剤組成物には、イオン性不純物を吸着して、吸湿時の絶縁信頼性を良
くするために、さらにイオン捕捉剤を添加することもできる。このようなイオン捕捉剤と
しては、特に制限はなく、例えば、トリアジンチオール化合物、ビスフェノール系還元剤
等の銅がイオン化して溶け出すのを防止するため銅害防止剤として知られる化合物、ジル
コニウム系、アンチモンビスマス系マグネシウムアルミニウム化合物等の無機イオン吸着
剤などが挙げられる。上記イオン捕捉剤の使用量は、添加による効果や耐熱性、コスト等
の点から、上記ポリマー重量部に対して、０．０１～１０重量部が好ましい。
【００９６】
　本実施形態において、接着剤層には、適宜、軟化剤、老化防止剤、着色剤、難燃剤、テ
ルペン系樹脂等の粘着付与剤、熱可塑系高分子成分を添加しても良い。接着性向上、硬化
時の応力緩和性を付与するため用いられる熱可塑系高分子成分としては、ポリビニルブチ
ラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミ
ド樹脂、キシレン樹脂、フェノキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、尿素樹脂、アクリルゴム等
が挙げられる。これら高分子成分は、分子量が５，０００～５００，０００のものが好ま
しい。
【００９７】
　本実施形態において基材に積層された接着剤層を他の基材（３）に転写して使用するこ
ともできる。このとき使用される基材（３）は２５℃での貯蔵弾性率が５０～１０００Ｍ
Ｐａである基材であることが好ましく、基材（３）上に粘着剤層が形成されていても良い
。
【００９８】
　基材（３）と接着剤層とのピールはく離強度は２０～３００ｍＮ／ｃｍであることが好
ましく、３０～２００ｍＮ／ｃｍであることがより好ましい。
【００９９】
　基材（３）上に粘着剤層を有しない場合、基材（３）の接着剤層と接する面の表面自由
エネルギーは２５～４５ｍＮ/ｍであることが好ましく、３０～４５ｍＮ/ｍであることが
最も好ましい。上記範囲の表面エネルギーを有する基材（３）としては、ポリ塩化ビニル
、ポリウレタン、エチレン－酢酸ビニル共重合体などの極性基材、ポリエチレンやポリプ
ロピレンなどの低極性基材にウレタン系、アクリル系、ブタジエン系、ニトリル系などの
ゴム成分を配合したもの、ポリエチレンやポリプロピレンなどの低極性基材をコロナ処理
したものが挙げられる。上記表面自由エネルギーが２５ｍＮ/ｍを下回ると接着剤層との
密着性が低下し、転写不良により製造歩留まりが低下したり、ダイシング時に半導体チッ
プが飛散したりする傾向がある。また、４５ｍＮ/ｍを上回ると接着剤層との密着性が上
昇してピックアップ性が損なわれる傾向がある。また、保存安定性やピックアップ性の観
点から、接着剤層と接する面にはコロナ処理を行わないことが好ましい。
【０１００】
　上記基材（３）としては、エステル骨格を有するポリマーを少なくとも有することが好
ましい。エステル骨格を有するポリマーとしては、ポリエチレンテレフタレート、ポリブ
チレンテレフタレートの他に、テレフタル酸の代わりに脂肪族カルボン酸を併用したポリ
エステルや、長鎖脂肪族ジオールを併用したポリエステルなどの主鎖にエステル骨格を有
するポリエステルが挙げられる。また、エチレン－酢酸ビニル共重合体やポリメタクリル
酸メチルなどの側鎖にエステル基を有するポリマーが挙げられる。
【０１０１】
　前記エステル基を有するポリマーは、ポリエチレンやポリプロピレンなどの低表面エネ
ルギー基材に含有させることもでき、所望の表面エネルギーとエキスパンド性を両立する
ことができる。
【０１０２】
　前記基材（３）は、下記一般式（２３）で表されるポリブチレンテレフタレート骨格を
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有するポリマーを少なくとも含有することが好ましい。前記ポリマーを適用することで接
着剤との密着に必要な高い表面エネルギーとピックアップ時に必要なエキスパンド性を高
度に両立することができる。
【０１０３】
【化１１】

【０１０４】
　また基材（３）は、エチレン酢酸ビニル共重合体を少なくとも含有することが好ましい
。
【０１０５】
　本実施形態の接着フィルムは、ＩＣ、ＬＳＩ等の半導体素子と、４２アロイリードフレ
ーム、銅リードフレーム等のリードフレーム；ポリイミド樹脂、エポキシ樹脂等のプラス
チックフィルム；ガラス不織布等基材にポリイミド樹脂、エポキシ樹脂等のプラスチック
を含浸、硬化させたもの；アルミナ等のセラミックス等の半導体搭載用支持部材等の被着
体とを貼り合せるためのダイボンディング用接着材料として用いることができる。中でも
、表面に有機レジスト層を具備してなる有機基板、表面に配線有する有機基板等の表面に
凹凸を有する有機基板と半導体素子とを接着するためのダイボンディング用接着材料とし
て好適に用いられる。
【０１０６】
　また、複数の半導体素子を積み重ねた構造のＳｔａｃｋｅｄ－ＰＫＧにおいて、半導体
素子と半導体素子とを接着するための接着材料としても好適に用いられる。
【０１０７】
　（半導体装置）
　本実施形態の半導体用接着フィルムを備える半導体装置について説明する。尚、近年は
様々な構造の半導体装置が提案されており、本実施形態の半導体用接着フィルムの用途は
、以下に説明する構造の半導体装置に限定されるものではない。
【０１０８】
　半導体装置の一形態では、半導体素子が本実施形態の半導体用接着フィルムを介して半
導体搭載用支持部材に接着され、半導体素子の接続端子はワイヤを介して外部接続端子と
電気的に接続され、封止材によって封止されている。
【０１０９】
　半導体装置の他の形態では、一段目の半導体素子が本実施形態の半導体用接着フィルム
を介して半導体搭載用支持部材に接着され、一段目の半導体素子の上に更に本実施形態の
半導体用接着フィルムを介して二段目の半導体素子が接着されている。一段目の半導体素
子及び二段目の半導体素子の接続端子は、ワイヤを介して外部接続端子と電気的に接続さ
れ、封止材によって封止されている。このように、本実施形態の半導体用接着フィルムは
、半導体素子を複数重ねる構造の半導体装置にも好適に使用できる。
【０１１０】
　尚、前記構造を備える半導体装置（半導体パッケージ）は、半導体素子と半導体搭載用
支持部材との間に本実施形態の半導体用接着フィルムを挾み、加熱圧着して両者を接着さ
せ、その後ワイヤボンディング工程、必要に応じて封止材による封止工程等の工程を経る
ことにより得られる。
【実施例】
【０１１１】
　＜（Ａ）熱可塑性樹脂＞
　（ＰＩ－１）
　撹拌機、温度計及び窒素置換装置（窒素流入管）を備えた５００ｍＬフラスコ内に、ジ
アミンである２－ビス［4－（4－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン（商品名「ＢＡ
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ＰＰ」、分子量４１０、和歌山精化工業社製）を１２．３ｇ（０．０３ｍｏｌ）、ポリオ
キシプロピレンジアミン（商品名「Ｄ－４００」（分子量：４３３）、ＢＡＳＦ社製）を
２６．０ｇ（０．０６ｍｏｌ）、及びアミノ変性シリコーンオイル（商品名「ＫＦ―８０
１０」、分子量８６０、信越シリコーン社製）を８．６ｇ（０．０１ｍｏｌ）と、溶媒で
あるＮＭＰ（Ｎ－メチル－２－ピロリドン）２５０ｇを仕込み、撹拌してジアミンを溶媒
に溶解させた。
【０１１２】
　上記フラスコに、デカメチレンビストリメリテート二無水物（以下「ＤＢＴＡ」、分子
量５２２〕５３.２ｇ（０．１０２ｍｏｌ）を、フラスコ内の溶液に添加した。添加終了
後、窒素ガスを吹き込みながら室温で１時間撹拌した。その後、フラスコに水分受容器付
きの還流冷却器を取り付け、溶液を１８０℃に昇温させて５時間保温してポリイミド樹脂
（ＰＩ－１）を得た。（ＰＩ－１）のＧＰＣ測定(Gel permeation Chromatography)を行
ったところ、ポリスチレン換算でＭｗ＝７００００であった。また、（ＰＩ－１）のＴｇ
は４５℃であった。なお、（ＰＩ－１）は、上記一般式（Ａ）で表わされる樹脂に該当す
る。
【０１１３】
　（ＰＩ－２）
　撹拌機、温度計及び窒素置換装置（窒素流入管）を備えた５００ｍＬフラスコ内に、ジ
アミンである，１，４－ブタンジオール　ビス（３－アミノプロピル）エーテル（商品名
「Ｂ－１２」、東京化成製、分子量２０４．３１）８．１７ｇ（０．０４ｍｏｌ）、ポリ
オキシプロピレンジアミン（商品名「Ｄ－４００」（分子量：４３３）、ＢＡＳＦ社製）
２１．６５ｇ（０．０５ｍｏｌ）、及びアミノ変性シリコーンオイル（商品名「ＫＦ―８
０１０」、分子量８６０、信越シリコーン社製）８．６ｇ（０．０１ｍｏｌ）と、溶媒で
あるＮＭＰ（Ｎ－メチル－２－ピロリドン）２５０ｇを仕込み、撹拌してジアミンを溶媒
に溶解させた。
【０１１４】
　上記フラスコに、４，４´－オキシジフタル酸二無水物（以下「ＯＤＰＡ」、分子量３
１０〕３１.６ｇ（０．１０２ｍｏｌ）を、フラスコ内の溶液に添加した。添加終了後、
窒素ガスを吹き込みながら室温で１時間撹拌した。その後、フラスコに水分受容器付きの
還流冷却器を取り付け、溶液を１８０℃に昇温させて５時間保温してポリイミド樹脂（Ｐ
Ｉ－２）を得た。（ＰＩ－２）のＧＰＣ測定を行ったところ、ポリスチレン換算でＭｗ＝
５００００であった。また、（ＰＩ－２）のＴｇは５０℃であった。なお、（ＰＩ－２）
は、上記一般式（Ａ）で表わされる樹脂に該当する。
【０１１５】
　（ＰＩ－３）
　撹拌機、温度計及び窒素置換装置（窒素流入管）を備えた５００ｍＬフラスコ内に、ジ
アミンである，ＢＡＰＰを１２．３ｇ（０．０３ｍｏｌ）、Ｄ－４００を２６．０ｇ（０
．０６ｍｏｌ）と、１，１，３，３－テトラメチル－１，３－ビス（３－アミノプロピル
）ジシロキサン（商品名「ＢＹ１６－８７１ＥＧ」、東レ・ダウコーニング（株）製）２
．４８５ｇ（０．０１ｍｏｌ）と、溶媒であるＮＭＰ２５０ｇを仕込み、撹拌してジアミ
ンを溶媒に溶解させた。
【０１１６】
　上記フラスコに、ＤＢＴＡを５３．２ｇ（０．１０２ｍｏｌ）フラスコ内の溶液に添加
した。添加終了後、窒素ガスを吹き込みながら室温で１時間撹拌した。その後、フラスコ
に水分受容器付きの還流冷却器を取り付け、溶液を１８０℃に昇温させて５時間保温して
ポリイミド樹脂（ＰＩ－３）を得た。（ＰＩ－３）のＧＰＣ測定を行ったところ、ポリス
チレン換算でＭｗ＝７００００であった。また、（ＰＩ－３）のＴｇは４５℃であった。
【０１１７】
　＜基材＞
　下記の機材を準備した。
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基材a：ポリエチレンテレフタレート系（フィルム厚：５０μｍ、離型剤処理あり、表面
エネルギー：１３ｍＮ/ｍ）。
基材b：ポリエチレンテレフタレート系（フィルム厚：５０μｍ、離型剤処理あり、表面
エネルギー：２６ｍＮ/ｍ）。
基材c：ポリプロピレン系（フィルム厚：７５μｍ、離型剤処理なし、表面エネルギー：
３８ｍＮ/ｍ）。
【０１１８】
　＜接着剤組成物＞
　上記で得られたポリイミド樹脂（ＰＩ－１）～（ＰＩ－３）を用いて、下記表１，２に
示す組成比（単位：質量部）にて各成分を配合し、実施例１～７及び比較例１及び２の接
着剤組成物（接着剤層形成用ワニス）を得た。
【０１１９】
　表１，２において、各記号は下記のものを意味する。
１０３２Ｈ６０：ジャパンエポキシレジン社製、トリス（ヒドロキシフェニル）メタン型
エポキシ樹脂（５％重量減少温度：３５０℃、固形エポキシ、軟化点６０℃）。なお１０
３２Ｈ６０は、上記化学式（Ｉ）で表わされる。
ＥＸＡ―４７１０：ＤＩＣ社製、ナフタレン型エポキシ樹脂（５％重量減少温度：４００
℃、固形エポキシ、軟化点９５℃）。なおＥＸＡ―４７１０は、上記化学式（ＩＩ）で表
わされる。
ＨＰ―７２００：：ＤＩＣ社製、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂（５％重量減少温
度：３００℃、固形エポキシ、軟化点６０℃）。
ＹＤＦ－８１７０Ｃ：東都化成社製、ビスフェノールＦ型ビスグリシジルエーテル（５％
重量減少温度：２７０℃、液状エポキシ）。
２ＰＨＺ－ＰＷ：四国化成社製、２－フェニル－４，５－ジヒドロキシメチルイミダゾー
ル（平均粒子径：約３μｍ）。
ＮＭＰ：関東化学社製、Ｎ－メチル－２－ピロリドン。
【０１２０】
　＜接着フィルム＞
　以下に示す方法で、表１，２に示す構成を有する各実施例及び比較例の半導体用接着フ
ィルムを作製した。まず、得られた接着剤組成物を、アプリケーター（ＹＢＡ－５型、ヨ
シミツ精機社製）を用いて乾燥後に所定の膜厚となるように、それぞれ剥離剤で処理され
た基材上に塗布し、オーブン中にて８０℃で２０分間加熱し、続いて１２０℃で２０分間
加熱して、基材上に接着剤組成物からなる接着剤層を形成した。このようにして、基材及
び基材上に形成された接着剤層を有する各実施例及び比較例の接着フィルムを得た。
【０１２１】
　＜評価試験＞
　［フィルム形成性］
　前記接着フィルムの作製方法と同様にして、アプリケーター（ＹＢＡ－５型、ヨシミツ
精機社製）を用いて２００ｍｍ×２００ｍｍの大きさの接着フィルムを作製してフィルム
形成性を目視評価した。フィルム内にピンホールやはじきが観測されなかったものをＡ、
直径１ｃｍ以上のピンホールやはじきが観測されたものをＣとした。評価結果を表１，２
に示す。
【０１２２】
　［基材（１）の表面自由エネルギー］
　基材の接着剤層が形成される側の表面自由エネルギーを下記の方法で測定した。基材a
及びbの場合、基材のはく離剤で処理された面について測定を行った。基材cの場合、はく
離剤で処理されていない面について測定を行った。各基材の測定面に対して水、グリセリ
ン及びホルムアミドをプローブ液体としたときの接触角を接触角計（ＤｒｏｐＭａｓｔｅ
ｒ ５００、協和界面科学社製）を用いて、液適量１μＬ、測定温度２５℃にて測定し、
接触角計に搭載の解析ソフト（ＦＡＭＡＳ、協和界面科学社製）を用いて酸－塩基法によ
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り、基材の表面自由エネルギーを求めた。結果を表１，２に示す。なお、表中の「表面エ
ネルギー」とは、表面自由エネルギーと同義である。
【０１２３】
　［接着剤層（２）の表面自由エネルギー］
　前記方法で作製した接着フィルムの接着剤層に対して水、グリセリン及びホルムアミド
をプローブ液体としたときの接触角を接触角計（ＤｒｏｐＭａｓｔｅｒ ５００、協和界
面科学社製）を用いて、液適量１μＬ、測定温度２５℃にて測定し、接触角計に搭載の解
析ソフト（ＦＡＭＡＳ、協和界面科学社製）を用いて酸－塩基法により、接着剤層の表面
自由エネルギーを求めた。結果を表１，２に示す。
【０１２４】
　［基材（１）と接着剤層（２）とのピールはく離強度（Ｘ）］
　前記方法で、幅１ｃｍ、長さ４ｃｍの短冊状の接着フィルムを作製した。６インチシリ
コンウエハ（厚さ４００μｍ）の裏面に対して接着剤層を向けた状態で、接着フィルムを
温度５０℃でシリコンウエハに対して圧着（線圧４ｋｇｆ／ｃｍ、送り速度０．５ｍ／分
）することによりサンプルを作製した。圧着にはロールを用いた。得られたサンプルのシ
リコンウエハ部分を固定し、基材（１）の端部の一部を接着剤層（２）からはく離させる
９０度引張はく離試験により測定された値の最大値をピールはく離強度（Ｘ）とした。測
定装置は株式会社東洋精機製作所社製ストログラフＥ－Ｓ（剥離速度５０ｍｍ／ｍｉｎ、
２５℃）を使用した。結果を表１，２に示す。なお、表中の「基材（１）／接着層（２）
間密着性」は、ピールはく離強度（Ｘ）と同義である。
【０１２５】
　［接着剤層の溶融温度］
　１０μｍの接着剤層を複数積層して５０℃でロール加圧（線圧４ｋｇｆ／ｃｍ、送り速
度０．５ｍ／分）することにより作製した厚さ１００μｍのサンプルを５ｍｍ幅の短冊状
に切断し、レオメトリックス社製粘弾性アナライザー「ＲＳＡ－２」（商品名）を用いて
、昇温速度５℃／ｍｉｎ、周波数１Ｈｚ、測定温度－５０～１００℃の条件で測定を行っ
たときのｔａｎδピーク温度を接着剤層の溶融温度（ガラス転移温度）とした。結果を表
１，２に示す。
【０１２６】
　［接着剤層の１２０℃での溶融粘度］
　１０μｍの接着剤層を複数積層して５０℃でロール加圧（線圧４ｋｇｆ／ｃｍ、送り速
度０．５ｍ／分）することにより作製した厚さ１００μｍのサンプルの１２０℃での溶融
粘度を、粘弾性測定装置ＡＲＥＳ（レオメトリックス・サイエンティフィック・エフ・イ
ー（株）製）を用いて測定した。なお、測定プレートは直径２０ｍｍの平行プレート、測
定条件は昇温５℃／ｍｉｎ、測定温度は－５０℃～２００℃、周波数は１Ｈｚとする。結
果を表１，２に示す。
【０１２７】
　［接着剤層の熱硬化後の１８０℃での貯蔵弾性率］
　１０μｍの接着剤層を複数積層して５０℃でロール加圧（線圧４ｋｇｆ／ｃｍ、送り速
度０．５ｍ／分）することにより厚さ１００μｍのサンプルをテフロンシート上に作製し
、１５０℃で1時間、次いで１８０℃で１時間オーブンで熱硬化した。得られたサンプル
を５ｍｍ幅の短冊状に切断し、レオメトリックス社製粘弾性アナライザー「ＲＳＡ－２」
（商品名）を用いて、昇温速度５℃／ｍｉｎ、周波数１Ｈｚ、測定温度－５０～２００℃
の条件で、サンプルの１８０℃での貯蔵弾性率を測定した。結果を表１，２に示す。
【０１２８】
　［２６０℃接着強度］
　前記方法で作製した接着フィルムをシリコンウエハ上に５０℃でロール加圧して積層し
た。得られたシリコンウエハ/接着剤層/基材の構造体から基材をはく離除去した後、シリ
コンウエハ/接着剤層の構造体を３ｍｍ×３ｍｍの大きさに個片化して、接着剤層付シリ
コンチップを得た。個片化した接着剤層付シリコンチップを予めダイシングしたシリコン
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チップ（１０ｍｍ×１０ｍｍ×０．４０ｍｍ）の鏡面側に積層し、１００ｇｆで加圧しな
がら、１２０℃で１秒間圧着した。このようにして、シリコンウエハ、接着剤層及びシリ
コンウエハからなり、これらがこの順に積層する積層体のサンプルを得た。
【０１２９】
　得られたサンプルを、オーブン中で１５０℃、１時間、次いで１８０℃、１時間の条件
で加熱し、さらに、２６０℃の熱盤上で１０秒間加熱した後、せん断接着力試験機「Ｄａ
ｇｅ－４０００」（商品名）を用いてシリコンウエハ間の接着力（２６０℃接着強度）を
測定した。測定結果を表１，２に示す。
【０１３０】
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【表１】

【０１３１】
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【表２】

【符号の説明】
【０１３２】
　１・・・基材、２・・・接着剤層、１００・・・半導体用接着フィルム。
 

【図１】
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